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はじめに 

 

 本書は、財団法人消費者教育支援センターが平成16年度内閣府請負事業として実施した

「高齢者向け消費者教育の実態と効果的手法に関する調査」の報告書である。  

近年、振り込め詐欺や典型的な悪質商法などの消費者トラブルが拡大し、メディアでも

連日大きく取り上げられる等、社会問題化している。一般に消費者は事業者に比べて情報

収集力や交渉面で不利な立場にあるといわれており、特に高齢者は、加齢に伴って更に不

利な立場に陥ると考えられている。更に、老後の生活のために蓄えられた資産を有してい

ることもあって、悪質業者のターゲットになりやすい。このような高齢者被害の未然防止

のためには、高齢者自身が的確な知識と判断力を持つこと、すなわち消費者教育が不可欠

である。この点について、消費者基本法（平成16年６月施行）では、消費者の年齢や特性

を配慮しつつ、地域や家庭など様々な場を通じて消費者教育を充実するよう規定しており、

高齢者の特性に配慮した効果的な消費者教育の在り方の検討が求められている。 

上記の問題意識から、本事業では椙山女学園大学の東珠実教授を座長として「高齢者向

け消費者教育に関する研究会」を設置し、高齢者に対する消費者教育の「受け手」と「担

い手」の両側面から現状と問題点を整理した上で、高齢者に対する消費者教育を効果的に

推進していくための提言をとりまとめた。調査の概要と提言については、序章にまとめら

れているのでご一読願いたい。 

本書が我が国における高齢者に対する消費者教育の充実の一助になれば幸いである。 

最後に、本事業に対し快くご協力をいただいた方々にこの場を借りて心から御礼を申し

上げる。 

 

 

平成 17年３月           財団法人 消費者教育支援センター 
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